
ＪＲ東海労ニュース
秘密保護法案は戦前の治安維持法だ！
戦争準備を許さないぞ！
10月25日、安倍内閣は「秘密保護法案」を閣議決定し、今国会での成立を目指そ

うとしています。報道によると、国家公務員が「特定秘密」を漏らしたりすると、

最高で懲役10年という重罰が科せられるとされています。この法案を担当する礒崎

陽輔首相補佐官は、機密保護の対象となる「特定秘密」は、約40万件になると発表

しています。

しかし、処罰の対象は国家公務員のみならず、一般市民や労働者にも及びます。

問題は、「特定秘密」の範囲が極めて

広範かつ不明確であり、恣意的判断で

処罰の対象とされることです。具体的

には、脱原発集会やデモが「テロリズ

ムの防止」と位置付けられ、弾圧の対

象にされる可能性があることをマスコ

ミは指摘しています（記事は10月25日

付『東京新聞』）。政府が募集したパ

ブリックコメントによると、約９万件

の応募があり、77％が反対でした。

秘密保護法案は、政府に反対意見を

言わせないための、まさに、戦前の治

安維持法を想起させる悪法です。過去、

言論の事由や集会などを法により弾圧

し、戦争に突き進んでいった歴史を、

私たちは忘れはしません。

ＪＲ東海労は、戦争準備のための秘

密保護法案に反対です。
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